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（参考５） 

ICT化等機械装置等導入事業における成果検証の考え方に 

ついて 
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                            

本事業における成果目標の設定に当たっては、全国的に統一的な手法として、「削減が

期待される年間労働時間の考え方」により試算された各労働負担軽減経営体の削減労働

時間を使用し、応援会議全体として削減目標を作成していただいております。 

 なお、応援会議は、労働時間の削減率（10％以上低減）を目標設定することとされて

います。 

 一方、成果報告に当たっては、実際の削減効果を測る必要があることから、実施計画

に記載された経営体の実態を個別に検証する必要があります。 

 

１ 検証の対象 

  本事業では、削減効果を確認するため、労働負担軽減経営体における事業実施前後

の労働時間（１人あたりの年間労働時間）を検証していただきます。 

  なお、検証は労働負担軽減経営体における総労働時間となります。 

 

２ 検証にあたっての留意点 

（１）検証方法 

① 具体的な労働時間の測定方法については、各応援会議において任意としますが、

以下のような方法が考えられます。 

○ 作業日誌等を用いた労働負担軽減経営体自身の記録記帳に基づく検証 

〇 多数の従業員が、分業制、シフト勤務制、定時の休憩時間制などにより勤務

している場合に、タイムカード等の勤怠管理資料による検証 

○ 地域の支援機関、外部コンサルタントなど活用した第三者による調      

査 

② 検証方法は①に限るものではありませんが、第三者に対し、測定方法の客観性

や妥当性が説明できる方法としてください。また、どのような検証を行う場合に

おいても、各応援会議内において、原則、統一的な検証方法として下さい。 

（２）検証時期・期間   

①  検証時期（機械装置導入後の労働時間の測定時期）は各応援会議における任意

としますが、業実施前後の比較が可能なよう、機械装置導入前の測定時期と翌年

同時期に行って下さい。 

②  測定期間は、導入する機械装置の種類・機能、さらには飼養頭数などを考慮し

設定することとし、一定期間（１週間以上）、作業日誌等を記録してください。 

また、分娩監視装置や発情発見装置の効果検証は、１週間の記録では不十分な

場合もあるため、監視対象となる牛が複数頭現れる期間の労働時間を継続して測

定する、又は、１頭当たりの監視に要する時間を計測し、年間の監視時間を推定

する等により、装置の導入効果を検証してください。 

（３）検証記録の保管 

成果の検証に用いた作業日誌等資料については、応援会議において保管して下さ

い。 

なお、保管期間は、「帳簿等の整備保管等」において示されている期間と同期間保

管して下さい。 










